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はじめに

首都圏における工業立地 と工業団地の地域

的展開の実証的研究は,埼 玉県か ら始まって,

千葉県,栃 木県,茨 城県 と進んで今回は群馬

県を取 り上げる.

群馬県における戦後の復興は,伝 統 と技術

の蓄積を もっ蚕糸業と農業の復興か ら始 まっ

た.や がて農業県か ら工業県への脱皮を目指

し,1958年(昭 和28)の 工場設置奨励条例の

施行を皮切 りに工場誘致政策を推進 した.

63年 に県企業局(開 発課)に よって,県 内で

最初の工業団地である大八木工業団地が高崎

市に造成 され,以 来,96年(平 成8)3.月31

日現在で124の 工 業団地が造成 ・分譲済 と

なっている.そ のうちで県企業局によるもの

は,団 地数で全体の48%,団 地面積で59%,

企業数で35%を 占めてお り,県 主導が明瞭で

ある.

前述の大八木工業団地が造成された63年 と

いえば,国 の経済政策が戦後復興か ら高度成

長へ転換 して間もない頃であり,や がて第一

次石油危機(73年 秋)を 経て安定成長期に入

り,臨 海立地型の重厚長大型工業が,産 業公

害 もあって停滞 し,代 って軽薄短 小型の加工

組立,内 陸立地型工業の発展に支え られて内
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陸工業団地 と,従 業者用の住宅団地の地域展

開が進行 していった.

地域経済(都 ・道 ・府 ・県 レベル〉の消長

にも研究上の興味をそそ られるが,工 業団地

や住宅団地は戦後に登場 してきた ビジュアル

な新 しい地域的事象であ り,経 済地理学の視

点から格好の研究対象となる.国 ・県の政策

・施策があって,地 域の条件 ・環境の もとで

企業 ・経営の選択によって生起する地域的事

象である.も っとも最近は,民 間活力を引き

出す必要に迫まられ,規 制緩和の声が大 きい.

ともか く,産 業政策論とか,立 地政策論の立

場からではなく,実 証的に経済地理学の視座

から地域的事象を追求しようとするものである.

1.自 然環境と工業立地基盤

a.自 然環境

(1)本 県は,本 州のほぼ中央,関 東地方の北

西部に位置 し,ま た,太 平洋側と日本海側 と

を結ぶ中間点にある内陸県である.そ の形状

は,鶴 が東の空に向かって舞い発つ姿に似て

いるといわれる.東 は栃木県,北 は福島県 と

新潟県,西 は長野県に,そ して南は埼玉県に

それぞれ隣接する.

首都の東京都にも近 く,都心か ら60～165km

圏内に全域が包含され,東 西約95km,南 北約

119km,面 積は約6,363k㎡(国 土面積の1.71%)

で,全 国第21位 となっている.関 東地方では
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栃木県に次 ぐ第2位 である.

(2)本 県の東 ・北 ・西の三方を,高 峻な山地

に囲まれ,南 東側だけが関東平野の北西部に

当たる低地となって開けている.東 部山地は,

足尾山地とその北方の日光火山群を含み,北

部山地は,越 後山脈の一部と,那 須火山帯に

属する諸火山地域からなる.南 西部山地は,

埼玉県との県境に関東山地がそびえ,そ の北

縁には丘陵が分布する.そ れ らは関東山地の

前山をな している.

本県の最高峰は,東 部山地の 日光火山群に

属 し,栃 木県との県境にそびえる日光白根山

(2,578m)で ある.そ れはまた,北 関東第一

位の高山として知 られ る.次 いで北部山地に

含まれ,わ が国の代表的活火山である浅間山

(2,568m)が ある.同 じく北部山地に含まれ

るが,県 境のほぼ中央にともに典型的な火山

である赤城山く1,828m)と 榛名山(1,449m)

が利根川をはさんで東西に並立 し,西 の奇峰

妙義山(1,!04m)と ともに 厂上毛の三 山」と

して知 られる.

(3)本 県の気候 は,北 部はむしろ裏 日本式気

候に属 し,冬 季は季節風に伴 って しばしば雪

や雨が降る.県 北の山間部に豪雪を降 らせた

季節風 は,利 根川の本 ・支流の谷に沿 った山

麓平野を,古 来上州名物となつている乾燥 し

た空 っ風となって吹き荒れる.南 部は北部と

は異なり,太 平洋斜面に位置す る関東平野の

典型的な表日本式気候で,北 部 と南部とは対

照的である.降 水量は本部山岳部 に多 く,南

部平野に少ない.と くに南部における日照度

は,高 知県に次 ぐ全国第二位である.夏 は南

東の風,冬 は北西の風が多い.全 般的にみて,

高燥な内陸性で年間を通 じて降水量 は少なく,

寒暖の差が比較的大きい.

b.工 業立地基盤

(1)工 業適地とは,工 業立地法に基づ き,県

が工場立地条件を調査 し,そ の結果が工場立

地調査簿に登載 された土地である.県 内の工

場適地は,53地 区1,289haの うち,立 地済み

は331ha,立 地 率26%(94年 現 在)で,ま だ

74%の 工 場適地 が未 利用で残 されて い る.な

お,調 査 は県 内を8調 査区(桐 生,太 田 ・館

林,吾 妻,沼 田 ・利 根,前 橋 ・伊 勢 崎,高

崎 ・安 中,渋 川,藤 岡 ・富 岡)に 分 け られ,

隔 年 で4地 区ず っ調 査が実施 されて い る.

と ころで,県 企画 部土地対策課 の 資料 に よ

れ ば,本 県の地形 を低地 ・台地 ・丘陵地 ・山

地等 の地形 区分 によ って分類す ると,農 地 や

都市 的土地利用(工 場用地 を含む)の 中心 とな

る低地 ・台地の 占あ る割合 は,全 体(6,363ha)

の19 .5%(1,239ha)と2割 弱 にす ぎない.

さ らに傾 斜度別 にみてみ ると,傾 斜度0。 ～3。

の平坦 な土地 は,全 体の14.5%を 占 あるにす

ぎず,面 積で は876k㎡ で,栃 木県(1,888k㎡)や

埼 玉県(2,032k㎡)の2分 の1以 下,茨 城県 の

3分 の1以 下 とな ってい る.

県 内を市町村 の行 政区画 に基づ いて,図1

の 様 に中 ・北 ・東 ・西毛の4地 域 に分 けて み

ると,地 域 面積別 には,北 毛 ・西 毛 ・東毛 ・

中毛地域 の順 になるが,傾 斜度oo～3。 の平

坦 地面積 で は,前 橋 と高崎両市 を含む 中毛地

域 が県全体 の36%を 占 めて も っと も広 く,次

いで東毛(31%),北 毛(22%),西 毛(11%)の

順 とな ってい る.後 に この地域 区分 は,北 部

(北 毛)と 南部(東 ・中・西毛)に 分 け られ る

が,そ の場合 は北部22%,南 部78%と な る.

これを工場適地 の分布 にっいてみ ると,全 体

で1,289haの う ち,北 部地域 はわずか18,8%

を 占 め る にす ぎな い.次 に 工 場 適 地 の 約

81.2%を 占 め る南 部 地 域 にっ い て,東 毛

33.7%(434ha),西 毛25.9%(334ha),中

毛21.6%(278ha)の 順 で あ る.平 坦地 の存

在 が,工 場適地,さ らには工 場立地 に とって

いかに重要 な意 義を もっ かは述 べ るまで もな

いで あ ろ う.

② 交通運輸 について,ま ず道 路で は関越 自

動車道 を は じめ,東 北 自動車,上 信越 自動 車

道 などの高速 自動車 道が整備 されて いる.ま

た,国 道17号,18号,50号 な ど幹 線道路 に加
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群馬県企画部土地対策課(1996):ぐ ん まの土地,P3

えて,主 要都市間を結ぶ主要地方道が網 目状

に整備 され,発 達 している.

鉄道 も,JR東 日本の高崎線 上信越線が

東京 と裏日本を結ぶ動脈的役割を果た し,こ

れに両毛線,齟八高線,足 尾線 長野原線が通

じている.ま た,東 京 と新潟を結ぶ上越新幹

線は,本 県を南北に縦貫 している.私 鉄の東

武,上 信,上 毛の各社線 も,新 幹線やJR各

線の補完的役割を果 している.

(3)工 業用水について,利 根川本流,お よび

その支流の渡良瀬川,吾 妻川,烏 川など大小

河川が流下 し,こ れ らの河川によって涵養 さ

れた天与の地下水源に恵まれ,極 めて豊富な

帯水層を形成 している.本 県における工業用

水の使用状況をみると,地 下水にそのほとん

どを依存 している.し か し,工 業開発の進展

に伴 って工業用水の使用量が増加 し,局 地的

には供給不足の懸念 も生 じてきた.そ こで化

学工場の多数立地する渋川地区に県営の渋川

工業用水道を完成 し,ま た県東部地域の工業

開発の拠点である太田 ・大泉地区に同 じく県

営の東毛工業用水道を完成 した.前 者の給

水能力 日量は,120,000㎡,後 者 は同 じく,

128,500㎡ である.

(4>水 力発電 につ いて,戦 後の ダム建設 に

よって利根川水系を主体 とす る本県の水力発

電は,「 電源 ぐんま」 といわれる程の全国有

数の発電力を有 している.52年 には年間発電
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量 は22億kwhで,そ の約8割 を県外へ送電

していた.し かし,そ の後の県内の産業の発

展と県民生活の向上によって,県 内電力消費

量は年々増加の一途をたどり,他 方県外への

送電量 は減少 してい った.58年 には年間発

電量26億kwh,県 外送電 はその内の約66%,

64年 には年間発電量28億kwhに 対 して県外

送電量はその27%に 減少 した.ま た,県 内電

力消費量は約21億kwh,そ の うち製造業 は

13億kwhで あった.66年 には県内の年間発

電量 は約34億kwhで,ま だ供給余 力は十分

といわれた.

しか し,69年 になると消費量が約37億kwh

に達 し,県 内発電量では不足するので県外か

らの送電に依存することにな り,電 力消費県

となった.95年 度の県内年間消費量 は,約63

億kwh,対 前年度比3%増 であった.そ の

うち製造業 は約60億kwh,95%余 を占めて

いた.94年 現在,日 本の水力 ・火力 ・原子力

の比率をみると,8:64:28で,水 力発電の

比は年々下がっている.日 本全体の水力発電

量 は757億kwhで あるか ら,本 県の 占め る地

位は決 して低 いものではない.発 電所数 は全

部で70数 カ所を数え,そ のうち県営の20数 カ

所を除いてほとんどが東京電力の所有である.

全国屈折の発電県として,送 電設備の整備等

が進められて きたことを考慮すれば,立 地条

件としての有利性を現在なお評価で きるであ

ろう、

(5>労 働力について,本 県の人口は,高 度経

済成長期 に入 る60年の157万8,476人 か ら96年

(10月1日)201万742人 で,こ の36年 間に43万

2,266人(約1.3倍)の 増加となっている.一

方,人 口増減率をみると,73年 をピークにそ

の後の伸びは鈍化 しているが,社 会動態では,

65～70年 頃は転出超過であった ものが,76年

には転入超過に転 じ,そ の後現在に至るまで

その状況は続いている.生 産人口(15～64才)

の割合は,82年 か ら上昇 し続 け,91～93年 に

かけて68.3%に までな ったが,94年 には13年

ぶ りに低下に転 じ,96年 には67.6%に なって

いる.

県内の人口動態の地域分布の変化にっいて

み ると,94年10月1日 現 在,県 人 口200万

6,292人 のうち,中 毛地域41.9%,東 毛28.8%,

西毛14.8%,北 毛14.5%と なっており,首 都

圏の都市開発区域として工業団地など諸整備

が進んでいる中毛および東毛地域の平野部に

人口の集中(70.7%)が みられる.ま た,本

県人口は84年 か ら94年 までに10万2,791人 増

加 しているが,こ の増加比率 を地域別にみ

ると,中 毛60.8%,東 毛28.9%で,両 地域で

90%近 くを占めている.

県内の新規学卒者の状況についてみると,

96年3月 現在で中学校卒業者2万5,653人,

高校卒業者2万5,712人 のうち,就 職者数 は

中学校371人,高 校6,807人(い ずれ も就職 ・

進学者を含む)と なっている.新 規学校卒業

者の県内就職率 は全国的にも高水準にあり,

地元指向の強まりと,県 内の雇用機会の拡大

によってこれ ら就職者の県内就職率は80%を

こえる状況にある.さ らに,県 内出身の都内

大学生 ・短大生などのU夕 一ン組の増加 もみ

られ,立 地企業の業種と雇用条件次第では,

有望な労働力市場 となっている.

2.工 業立地と工業団地の地域的展開

a.工 業生産の復興 と発展

(1)工 業生産の復興42年 末から第二次世界

大戦(太 平洋戦争)の 戦況は,日 本にとって

明らかに不利となり,45年2月 には国内最大

の中島飛行機工場のあった新田郡太田町(現

太田市)や 邑楽郡小泉町(現 大泉町)が 猛爆

撃を受け,8月 に入ると前橋 ・高崎 ・伊勢崎

も爆撃にさらされて,甚 大な被害を受けたが,

8月15日 に敗戦を迎えた.残 ったものといえ

ば,荒 廃 した国土,軍 需産業 に転換 された

工場跡,増 加 した人口などで,戦 後 の数年

間は深刻 な食料 ・衣料不足のために耐乏生

活を強い られた.と くに,食 料難は深刻で
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あった.

戦後の復興 は,伝 統と技術の蓄積がある農

業 と蚕糸業から始まった.一 方,戦 後の46年

2月,旧 軍需工場は賠償の対象となり,ま た

原材料の不足や設備の荒廃 もあって,そ こで

はわずかに従業者の厚生用に鍋 ・釜 ・農具な

どを細々と生産するにとどまっていた.工 業

は,蚕 糸業 と連動する製糸業 ・絹織物業に代

表 される繊維工業を中心に復興 し,朝 鮮戦争

下の特需ブームにも支えられて,47年 の段階

では工業従業者数は戦前より少なか ったが,

55年 になると,従 業者9万1,482人 でほぼ戦

前に戻 り,事 業所数は1万509を 数えた.ま

た,製 品出荷額では第1位 の繊維工業がその

33.2%,第2位 の食料品26.9%で,両 者を合

わせて約70%を 占めた.第 二次産業の生産所

得が,第 一次産業のそれを上回るのは61年 で

あ り,そ れ以降その格差 は次第 に拡大 して

いった.

(2)工 業生産の発展60年 に政府は高度経済

成長政策(61～70年 間)を 打ち出すが,こ

の時期を画期 として本県の産業構造が大 き

く変化 した.す で に農業県か ら工業県へ と

変容を遂げていたが,さ らに電気機器 ・輸

送機器(自 動車)を 含む金属機械を中心 と

す る重化学工業が,軽 工業 との地位を逆転

させて優位 に立 ち,本 県を代表す る産業 に

なった.

この重化学工業化は,ア メリカ進駐軍に接

収されていた旧中島飛行機の各工場跡地の返

還を受け,そ れを活用す ることか ら始 まった.

また,県 の59年 工場誘致条例公布,62年 団地

造成に関す る条例公布などが,こ の傾向を助

長 した.

満州事変(31～33年)以 後,中 国 との15年

戦争に突入す ると,軍 需工業を中心に重工業

が本県で も発達 した.そ の核心となったのが,

17年(大 正6),中 島知久平の故郷の新 田郡

尾島町や太 田町に創立された中島飛行機製

作所であ った.や がて合資会社を経て31年

(昭和6)に 株式会社となり,三 菱重工業と

並ぶ 日本の代表的航空機メーカーに成長 した.

敗戦の年の45年 には第一軍需工廠に選定され,

国営工場となった.戦 争末期には主力工場の

太田 ・小泉の ほか,前 橋 ・堤が 岡(現 群馬

町)お よび県外の宇都宮 ・大宮,都 下の田無
・武蔵 ・多摩などの関東各地に分工場や関連

施設がっ くられた.そ の他,県 内には理研金

属工業(前 橋市),関 東製鋼 ・関東電気化学

(北群馬郡渋川町),小 島機械(高 崎市),桐

生機械(桐 生市),沖 電気(甘 楽郡富岡町)

などがあった.

サンフランシスコ平和条約の締結(51年)

の後に,69年 には県下でアメ リカ駐留軍 に接

収されていた施設は全部返還 された.

旧中島飛行機は,戦 後に富士産業株式会社

と改称 して平和産業に転進 しようとしたが,

財閥解体の指令を受け,15社 に分割され母体

は,工 廠の残務整理と民需品の生産を行って

いた.53年 に設立された富士重工業株式会社

は,55年 に分割された会社を合併 し,戦 前の

エ ンジン生産の技術を生かしてスクーター ・

軽自動車,さ らに小型乗用車の生産に成功 し,

生産工場を各地の旧中島飛行機工場跡地に建

設 して大企業に成長 した.ま た,太 田市には

同社太 田工場を中核に企業城下町を形成 して

いる.

57年 に返還 された前橋 キャンプ跡地には,

ダイハ ツ前橋製作所,尾 島町には三菱電機株

式会社群馬製作所が進出した.大 泉キャンプ

跡地には,59年 に三洋電機株式会社東京製作

所が進出 し,テ レビ ・半導体など電機器具生

産を行 い,企 業城下町を形成 している.富 士

重工 と三洋電機 は,そ れぞれ輸送機械 と電気

機器生産 における本県を代表す る大企業で

ある.

b.工 場誘致 と工業団地造成

本県では,一工業県への脱皮を目指 し,本 格

的な工場誘致の第一歩を踏み出すべ く53年

に,工 場設置奨励条例を制定 した.56年 に
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首都圏整備法が施行され,そ の適用地域 は73

年までに太田 ・館林地区,前 橋 ・高崎地区,

桐生地区など計24市 町村に及んでいる.こ の

首都圏整備法の趣旨は,都 内の工場の立地制

限または分散にあるので,政 府の高度経済成

長政策に呼応する形で,受 皿 として59年 に工

場誘致条例を制定 して積極的に工場誘致を図

ることとした.な お,こ の条例 はその後の急

激な工業化が各種公害の派生す る恐れがでて

きたので,72年 に廃止 して,新 たに工場立地

適正化条例を施行 して業種の選択立地規制を

強化す ることとした.

64年 には,県 は団地造成事業に関す る条

例を制定 し,工 業 団地および住宅団地の用

地取得造成 のたあに県企業局を設置 して,

事業を推進す ることにな った.政 府の工場

誘導 ・導入 ・工業開発対策 と しては,首 都

圏整備法のほかに,低 開発地域工業開発法

(51年),農 村地域工業導入促進法(71年),

工業再配置促進法(72年),過 疎地域振興特

別措置法(80年)な どがあり,そ れぞれ本県

内に指定地域(市 町村)が ある.実 質的に推

進母体である.

71年 に策定 された県の長期計画 「住みよい

郷土の建設計画」の中で,工 業団地の計画的

造成と,宅 地の計画的開発と供給 は郷土建設

特別開発事業として取 りあげられた.東 北縦

貫自動車道,関 越 自動車道や上越新幹線など

の交通網の整備によって,首 都か ら100knl圏

内の内陸工業地として本県はます ます工業立

地の活発化が期待されるので,県 勢発展の基

礎 となる産業振興の基盤整備拡充を図るため

に,計 画的に工業団地を造成することとした.

85年 度の目標工業製品出荷額を3兆8,403億

円,この うち75年 度 目標出荷額を1兆6,850億

円として,そ れ らを達成す るためには,工

業団地造成 目標面積を85年3,000ha,75年

1,500haと 設定 し,後 者の目標1,500haの う

ち県企業局が造成すべ き目標面積は990haと

定められた.75年 までに企業局が造成 した工

業団地は,一 っの研究団地を含めて15団 地,

750haで,達 成率は75%で あ った.次 に造成

した面積を地域別にみると,桐 生 ・太田地区

の東毛地域が74.8%と その大半を占め,2位

の前橋 ・高崎地区の中毛地:域23.9%の 約3倍

の面積を造成 したことになり,東 毛地域にお

ける工業立地基盤の整備が急速に進んだこと

を示あ している.

第一次石油 ショック(73年)以 降,高 度経

済成長期か ら経済安定期に移行する時期に,

真に県民生活の向上と県勢の着実な発展を目

指 して 「安全で安定 した活力と希望に満ちた

県民生活の創造」を基本理念 とする県新総合

計画が76年 に策定された.そ の中の15の 重点

事業の一っとして工業の振興を図るための工

業用地の確保並びに計画的な住宅,宅 地の整i

備が含まれている.

85年 度の目標製品出荷額3兆2,787億 円を

達成す るために,76年 度か ら85年度までに約

1,000haの 工業用地の確保が必要であ り,差

し当たり80年 度までに約500ha工 業用地の確

保を図ることとし,そ の うちの約300haに つ

いては県企業局が計画的に造成することに

なった.

県企業局が62年 から87年 までの25年 間に造

成 した工業団地は,48地 区1,580ha余(流 通,

研究団地を含む)に 達 した.こ の間に首都圏

をはじめとする県の内外か ら優良企業が多数

立地 し,そ れ らの企業は340社 余に達 し,基

幹工場として各地域の基盤を形成 した.群 馬

県統計年鑑 によると,80年 以前 は全事所,

81年 以降は従業者4,000人 以上の事業所につ

いてであるが,62年 に事業所数12,308,出 荷

額2,468億 円に対 して,18年 後の80年 には事

業所数17,167と なり,4,859事 業所の増加,

出荷額は3兆8,672億 円とな って15.7倍 の増

加 とな って いる.さ らに,81年 の事業所数

9,474,出 荷額4兆2,499億 に対 して,5年

後の86年 には,事 業所数9,819,出 荷額6兆

1,460円 となり,事 業所では345の 増加にす ぎ
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ないが,出 荷額では1.4倍 の伸びとなった.

これらの推移を出荷額の全国順位でみると,

61年 には順位21位 であった ものが,77年 に18

位,86年 に12位 と順調に伸びてきたことがわ

かる.

この発展の基盤である工業用地の伸展状況

をみると,全 地区の中で,太 田 ・館林地区

が全体の66%を 占め,第2位 の伊勢崎地 区

18.6%の 実 に3.5倍 の面積を造成 した ことに

なり,東 毛地域の工業基盤の整備が進んだ こ

とが示されている.

86年の時点で,10年 前頃か らの団地造成形

態の特徴として,県 主導によるお仕着せの造

成ではな くて,企 業か らのオーダーメイ ドに

よる団地造成があげ られる.そ の結果,比 較

的小規模な工業団地の造成を取 り扱 うことに

なった.こ のオーダーメイ ド方式による造成

面積は,77年 以来の全着手数(板 倉工業団地

以降)23地 区の中の14地 区で,61%を 占める

までになった.

このオーダーメイ ド方式の14地 区を地域別

にみると,桐 生地区の4件 のほか,他 の地区

では1な い し2件 でほぼ全県下で行われた.

なお,全14地 区のオーダーメイ ド方式団地の

総面積は99.9ha,1地 区平均7.1haで,そ の

分譲企業数:は32社(協 同組合 は1社 に数え

る)に 及んだ.

既述の72年 制定の工業立地適正化条例にも

とつ く工業適地であることが,工 業団地開発

における選定の前提となった.し たがって78

年以降は,工 業団地開発において大規模工業

団地の造成は少な くな った.し かし他方,県

経済を支える工業の発展を図るためにも,優

良企業の立地促進が必要であり,工 業立地基

盤整備の中で引き続き工業開発を進めていか

なければな らなかった.ま た,県 内各地域の

均衡ある発展を図るために,西 毛および北毛

地域において も地域に合 った開発方式 として

オーダーメイ ドによる工業団地の開発を積極

的に進めてい った.

工業開発の条件 として,① 労働力,輸 送施

設,工 業用水,電 力等の条件に恵まれている

地点.② 地域の産業経済の実態に対応 し,均

衡ある発展が期待できる地点.③ 土地取得価

格等の原価構成要因が妥当な地点.④ 地権者

をはじめ,地 区の開発受入態勢および協力態

勢が期待できる地点.⑤ 他目的の土地利用が

確立 していない地点などとされている.

88年 の時点で,県 企業局は21世紀へ向けて

の工業団地造成の指針 ともい うべ きものを出

している.そ れは86年 に策定された第四次全

国総:合開発計画(目 標年次2,000年)の 基本

目標 「特定の地域への人口や諸機能の過度な

集中のない多極分散型の国土を形成す る」に

基づ くものである.75年 代には,3大 都市圏

への人 口集中は鎮静化 し,人 口の地方定住が

進み,定 住構想の進展をみたが,80年 代にな

ると東京圏への一極集中など人口の再集中が

生 じて きた.他 方,地 方圏では急速な産業構

造の転換 により,雇 用問題が深刻化 して地域

振興を図る上で大きな課題になってきた.さ

らに21世紀 に向かって高齢化,都 市化,技 術

革新,情 報化,国 際化など新たな対応を迫 ら

れ ることになる.

本県が東京圏との近接性の利点を生か して,

いかに21世 紀に向けてさらなる発展を図 って

い くか,ま たどのように対処 していくか,こ

れ らの観点か ら今後の工業団地造成事業に取

り組む姿勢が決定されてくる.県 内企業の体

質強化を図り,先 端技術産業や新 しい産業と

の交流,複 合化によって,地 域への産業 ・技

術の波及効果を拡大 していく.こ のためにも

中小企業の集団化を促進すべ く,工 業団地の

造成(ミ ニ工業団地等)を 行 っていく必要が

あるとされている.

3.工 業立地 と工業団地造成の動向

a.工 業立地の動向

(1)県 内における工業立地および工業用地取

得の動向を,図2の 群馬県工業立地動向(件
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図2群 馬県工場立地の動向
群馬県商工労働部工業振興課:平 成7年 度
工業開発施策の推進状況,P1

数 ・敷地面積)か らみ ると,73年 の166件,

227.6haを ピークとして,75年 には36件,

46.4haと 大 きく後退 したが,こ れを境 とし

て76年 以降 は景気がゆるやかな回復基 調をた

どる中で,81年 までは安定的に推移 してきた.

工業立地は一般に景気に若干遅れて反応する

傾向を もっている.

82年,83年 は国の内外での景気低迷 による

設備投資の減退等を反映 して59件,65.8ha

および69件,33.3haに とどまったが,84年,

85年 は外需を中心 とする加工組立型業種の設

備投資の活発化,関 越自動車道の全線開通等

を反映 して立地が進み,面 積は両年合わせて

100haを 越えた.こ れ以降92年 まで,年 によ

り若干の変動はあるものの,概 ね年平均で件

数100件,面 積100ha前 後 と全国的にみて も

高水準で推移 して きた.

その後,バ ブル経済の崩壊に伴い,93年 は

50件,79.1ha,94年 は38件,30.6haま で落

ち込み,減 少傾向を示 したが,95年 には工

業 団地への立地が活発であ ったため47件,

83.3haと 回復 した.な お図2に はないが,

96年 の工場立地は,件 数が45件(95年 か ら2

件減),面 積が62.5ha(同20.8ha減)で あっ

た.さ らに工業団地への立地をみると,件 数

で9件,面 積38.1haで,前 年の件数17件,

面積67.9haを 大きく下回 った.

(2)業 種別の立地動向を94年 以降の累計でみ

ると,機 械が87件 と最 も多 く,次 いで金属製

品67件,輸 送機器63件,食 料品56件,電 気機

器48件 の順 となっており,本 県の主要産業で

ある輸送機器,電 気機器および これ らと協力

関係 にある機械金属関連産業の立地が中心と

な っている.そ のほか,食 料品が上位で安定

した立地動向を示 している.し か し,最 近は

これ らの加工組立型業種(金 属製品 ・一般

機械 ・電気機器 ・輸送機 器等)の 立地割合

が相対的に低下 してお り,業 種の多様化傾向

がみ られる.加 工組立型業種は,96年 まで年

間60～80件 と立地件数が全体の約50%を 占め
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ていたが,そ れ以降現在まで20～30件 で推移

している.

注 目される先端技術産業の立地動向である

が,90～97年 の6年 間で34件,18.4haで あ

り,立 地全体の中で は,件 数で7.8%,面 積

で3。3%を 占め るにす ぎない.業 種別では,

通信同関連機械,電 子機械部品等の立地が中

心であるが,そ れ らの立地は従来より少なく

なっている.な お,先 端技術産業 とは,通 産

省指定の先端技術に深い関わ りをもつ8業 種

(日本標準産業分類の小分類)で,医 薬品,

通信同関機械,電 子計算機,光 学機械 レンズ

などである.

(3)立 地地点別の立地動向にっいてみると,

工場立地の受 け皿としては,造 成工業団地の

ほか に,地 域指定 としての 「工場適地」,

「農村地域工:業等導入(農 工)地 区」などが

あるが,道 路,用 排水路等の基盤が整備 され

ており,直 ちに工場建設に着手できる造成工

業団地への立地希望が多い.本 県において,

90～95年 の6年 間で団地内立地率(団 地立地

企業数/全 立地数)は,件 数:で23.4%,面 積

で64.5%と な っている.一 方,農 工地区への

立地率は件数で0.4%,面 積で0.8%,ま た工

業団地および農工地区以外の工場適地への立

地率 は件数で0.4%,面 積で0.4%と なって

いる.

地域別に,最 も立地件数の多い地区は,前

橋 ・伊勢崎地区で,96年 までに25～40件 前後

の立地があったが,97年 以降は10～15件 で推

移 している.藤 岡 ・富岡地区については,上

信越自動車道の開通以降,立 地件数全体に占

める割合が高 くなっており,98年,99年 とも,

前橋 ・伊勢崎地区に次いで2番 目に立地件数

が多かった.県 北部(渋 川 ・沼田 ・利根 ・吾

妻地区)で は依然として低水準となっている.

b.工 業団地造成の動向

本県における工業団地の造成は,表1に み

るごとく,60年 代前半か ら,旧 日本住宅公団

および前橋産業開発㈱の各1工 業団地造成を

除いて,す べてが県,市 町村等によって行わ

れて きた.こ れまでに124団 地,2,452.2ha

の工業団地が供給 された.こ のうち,県 企業

局によって造成 された工業団地 は,60団 地,

団地面積1,449ha(伊 勢崎 ・東流通団地及 び

赤堀 ・笠懸工業 ・流通団地を含む)で,実 に

全団地面積の約60%に 達する.

これら工業団地は,県 外優良企業の誘致や,

また県内中小企業の集団化の受け皿として,

本県の産業構造の高度化に寄与 してきた.そ

の大部分が工業団地内に立地す る誘致企業

で,93年 には事 業所数622,従 業者数:7万

8,923人,出 荷額3兆6,024億 円,そ れぞれ

県全体に占める割合 は,事 業所数では6.5%

にす ぎないが,従 業者数では30.6%,出 荷額

では44.3%と 大きな割合を占めている.現 在

までに工業団地内に立地 した企業数は,1,194

社 にのぼ り,本 県 の工場総数(94年12月31

表1造 成主体別工業団地総括表
1996年3月1日 現在

造 成 主 体 団 地 数 団地面積 工業用地面積 立 地 面 積 企 業 数

群 馬 県(企 業 局) 60 1,449.0 1,226.3 1,226.3 421

工 業団地 造成組 合※ 27 592.4 462.4 462.4 436

市町村土地開発公社等 35 298.6 266.0 266.0 212

日 本 住 宅 公 団 1 54.4 41.8 41.8 9

前 橋 産 業 開 発 ㈱ 1 57.8 47。2 47 .2 116

合 計 124 2,452.2 2,043.7 2,043.7 1,194

※前橋工業団地組合 ・高崎工業団地造成組合
群馬県商工労働部工業振興課:平 成7年 度
工業開発施策の推進状況,P22
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表2既 存工業団地表

地
区
名

番

号
団 地 名

造成
完成
(年)

所在 地 面 積
(ha)

地
区
名

番

号
団地 名

造成
完成
(年)

所 在 地 面 積

(ha)

前

橋

・

伊

勢

崎

地

区

1 東 前 橋 S40 前橋市天川大島町 58

太

田

●

館

林

地

区

63 西 矢 島 S36 太田市西矢島 13

2 朝 倉 S57 〃 朝倉町 11 64 植 木 野 S39 〃 植木野 1

3 西 盖 S56 〃 西善町 3 65 矢 場 川 第1・第2 S40 ノノ 〃 20

4 前 橋1羃 S51 〃 総社町 48 66 矢 場 S40 〃 矢場 8

5 前 橋2号 S50 〃 大渡町 69 67 新 野 S40 〃 新野 5

6 前 橋3号 S48 〃 鳥羽町 37 68 太 田 S42 〃 庄屋町 65

7 下 川 渕力 丸 S48 〃 中丸町 25 69 太 田 西 部 S47 〃 西新町 83

8 下 川 渕 S62 〃 下阿内町 20 70 太 田 東 部 S51 〃 東新町 76

9 芳賀東部・五代 S63 〃 五代町 28 71 東 金 井 S61 〃 東金井 11

10 芳 賀 西 部 S51 〃 鳥取町 20 72 太 田 ・ 大 泉 S62 太田市 ・大泉町 40

11 城 南 S58 〃 東大室町 32 73 館 林 S50 館林市近藤 48

12 東 善 S57 〃 東善町 3 74 館 林 北 部 S48 〃 新 田 31

13 荒 砥 H5 〃 下大屋町 53 75 鞍 掛 第 一 S53 館林市 ・邑楽町 58

14 泉 沢 1{3 〃 泉沢町下大屋町 9 76 館 林 東 部 H3 館林市大島 53

15 八 斗 島 S41 伊勢崎市八斗島町 64 77 館林北部第二 H7 〃 大新田 11

16 伊勢崎佐波第一 S48 伊勢碕市・境町 94 78 尾 島 S60 尾島町 ・境町 45

17 伊 勢 崎南 部 S51 伊勢崎市長沼町 47 79 尾 島 第 二 H6 尾島町世良田 7

18 伊勢崎南部第二 S62 〃 上蓮町 12 80 新 田 西 部 S43 新田町早川 62

19 伊 勢 崎名 和 S58 〃 戸谷塚町 23 81 新 田 北 部 S60 〃 市 14

20 伊勢崎 ・東流通 S55 伊勢崎市・東村 53 82 新田北部第二 H元 〃 嘉 禰 ・大 26

21 粕 川 S59 粕川村深津 7 83 新田西部第二 H2 〃 下田中 6

22 粕 川 第 二 H4 〃 〃 7 84 板 倉 S55 板倉町下蔵 39

23 香 林 S56 赤堀町香林 12 85 明 和 H2 明和村大輪 41

24 赤 堀 鹿 島 S60 〃 鹿 島 7 86 鞍 掛 第 二 S53 千代田町・邑楽町 50

25 赤堀・東・鑢 工業梳通 H元 赤堀町・(佐)東朴 笠懸町 25 87 千 代 田 S63 千代田町上中森 48

26 境 上 武 S51 境町下渕名 57 88 金 塚 S41 大泉町寄木戸 3

27 境 北 部 S62 〃 東新井 36 89 仙 石 S39 〃 仙石 4

高

崎

・

安

中

地

区

28 倉 賀 野 S39 高崎市宮原町 54 90 寿 崎 S38 〃 下小泉 2

29 大 八 木 S38 〃 大八木町 35 91 吉 田 S39 〃 吉 田 6

30 八 幡 S38 〃 八幡町 40 92 大 利 根 S45 〃 〃 52

31 八 幡 第2 S46 〃 上豊岡町 18 93 邑 楽 S47 邑楽町新中野 27

32 群 南 S40 〃 島野町 19

藤

岡

●

富

岡

地

区

94 森 新 田 S36 藤岡市森新田 5

33 倉賀野大道南 S42 〃 倉賀野町 13 95 立 石 S37 〃 立石 5

34 岩 鼻 西 S50 〃 ノノ 29 96 岡 之 郷 S38 〃 岡之郷 8

35 将 軍 塚 S46 〃 西横手町 17 97 小 林 S36 〃 小林 4

36 倉 賀 野 東 S53 〃 倉賀野町 8 98 藤 岡 西 部 S62 〃 中大塚 6

37 八 幡 原 S58 〃 八幡原町 6 99 藤 岡 牛 田 S60 〃 牛 田 24

38 宿 大 類 S61 〃 宿大類町 14 100 蕚 岡 S38 富岡市富岡 7

39 阿 久 津 S61 〃 阿久津町 2 101 昌 ・岡 宇 田 S45 〃 宇 田 6

40 綿 貫 S60 〃 下滝町 7 102 富 岡(製 材) S51 〃 桑原 7

41 高 崎 東 部 S63 〃 西横手町 20 103 富岡宇田第二 S58 〃 宇 田 2

42 行 力 H3 〃 行力町 2 104 田 篠 S60 〃 田篠 9

43 浜 川 H7 〃 浜川町 2 105 富 岡 坂 井 H2 〃 一 之 宮 8

44 安 中 S52 安中市郷原 25 106 神 農 原 H6 〃 神農原 3

45 す み れ H3 〃 中野谷 11 107 和 田 S59 甘楽町善慶寺 3

46 安 中横 野 平 H5 ノノ ノノ 9 108 吉 井 S62 吉井町他 7

47 群 馬保 渡 田 S60 群馬町保渡田 14 109 本 郷 H3 〃 本郷 3

48 群 馬 足 門 S62 〃 足 門 5 110 多 比 良 1{4 〃 多比良 8

49 鳥 居 沢 H元 榛名町高浜 2 111 岩 井 H7 〃 岩井 8

50 中 里 見 H5 〃 中里見 10

渋

川

地

区

112 金 井 S56 渋川市金井 4

51 向 滝 H3 箕郷町柏木沢 2 113 渋 川 半 田 H3 〃 半 田 20

52 箕 郷 H7 〃 ノノ 5 114 坂 東 S53 北橘村下箱田他 16

53 松 井 田 S62 松井田町人見 24 115 上 ノ 原 H2 〃 上南室 5

桐

生

地

区

54 相 生 第 一 S51 桐生市相生町 5 116 三 原 田 S49 赤城村三原田 1

55 相 生 第 二 H2 ノノ 〃 2 117 長 井 小 川 田 S63 〃 長井小川田 3

56 境 野 S61 〃 境野町 2 118 赤 城 H7 〃 北赤城山 27

57 新 里 S59 新里村武井 3 119 吉 岡 小 倉 S60 吉岡町小倉 5

58 新 里 芝 S59 〃 山 上 5 120 吉岡小倉第二 H3 ノノ ノノ 8

59 新 里 芝 第 二 S61 ・〃 板 橋 7 121 榛 東 S62 榛東村山子田 7

60 板 橋 H2 !ノ ノノ 1 沼地

甲
利
根区

122 沼 田 北 部 H2 沼田市町田町 7

61 山 上 H5 〃 山上 2 123 須 川 平 S62 新治村東峯須川 20

62 薮 塚 S61・ 薮塚本町 5 124 須川 平 第 三 H・7 〃 須川 2

群馬県商工労働部工業振興課(1996)・群馬県工業開発図
125 真 政 S62 月夜野町政所 3
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群馬県における工業立地と工業団地の地域的展開

図3群 馬県における工業団地の分布

日現在,従 業員4人 以上事業所8,976社)の

13.3%に あたる.

図3に みるごとく,工 業団地の地域的分布

の特徴は,地 形その他の開発条件,工 業立地

基盤の整備が進んでいる県央部(中 毛地域)

か ら東毛地域に集中 している.

む す び

群馬県出身の中島知久平が,故 郷の新田郡

尾島町に1917年(大 正7)飛 行機研究所を設

立 したが,そ れがやがて軍需産業として発展

し,三 菱重工業 と並ぶ 日本 の代表的航空機

メーカーに成長 した.太 平洋戦争末期には,

空爆によって壊滅的被害を受け,戦 後はアメ

リカ進駐軍によって,施 設の多 くを接収 され

た.戦 後の復興,と くに輸送機器,電 気機器

を中心 とする重化学工業の復興は,旧 中島飛

行機工場跡地の返還を受け)そ れを活用する
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ことから始 まったといえる.旧 中島飛行機か

ら輸送機 メーカーに転進 し,大 企業へと成長

を遂げた富士重工業や,大 泉町と尾島町にそ

れぞれ進出 した三洋電機や三菱電機などがあ

げ られ る.

工場誘致政策 も重化学工業の発展に寄与 し

た.53年 に県工場施設奨励条例,59年 の県工

場誘致条例,64年 の県団地造成事業に関する

条例等の施行によって,国 の高度経済成長政

策に呼応す る形で工業団地の造成が進行 し,

多 くの優良企業が誘致 された.

しかし,高 度経済成長期か ら安定成長期に

かけて電気機器 ・輸送機器の輸出の好調に支

え られて発展 して きた本県の工業も,89年9

月のプラザ合意以降の円高基調,貿 易摩擦の

高まりを契機に内需主導型経済への転換を余

儀な くされ,自 動車や家電などは成熟産業で

あることもあって,県 内産業の空洞化が懸念

される様にな り,産 業構造の特化その ものが

問われる時代となった.そ の後の一時期,景

気 は回復 した ものの,や がてバ ブル経済の崩

壊や複合不況のなかで前途は一段 と不透明さ

を増 してきている.

県は産業公害の恐れもあって,72年 に前記

の工場誘致条例を廃止 して,新 たに工業立地

適正化条例を公布 して,業 種の選択立地規制

を強化 した.ま た,企 業の側か らもオーダー

メイ ド型の工業団地の造成を望む様 にな り,

造成 される工業団地は中小企業向けとな り,

その規模は縮小される傾向になった.現 在,

本県では生産機能の集積が急速に拡大するな

かで,研 究開発施設など産業高次機能の集積

の遅れが指摘 される様になり,前 橋 ・高崎地

区に業務 ・研究開発機能や対産業サービス等

の高次機能を図り,そ して太田 ・大泉地区に

はハイテクの生産拠点として リサーチパーク

の建設を進めている.

ともか く,近 年の経済のソフ ト化,サ ービ

ス化,国 際化,情 報化,技 術革新など社会潮

流の変化への対応 というだけではなく,円 高

による国際分業の進展 と,そ れに伴 う産業の

空洞化 という切実な恐れを視野に入れてお く

ことが肝要であろう.い ずれに して も,従 来

型の大規模工業団地の造成 という時代は,終

焉に向かいつつあるのか も知れない.
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